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第1　国内人権機関の設置に向けて
1 国内における動きと国連人権理事会から
の勧告

　国内人権機関とは、裁判所とは別の機関として設置
される、政府から独立した、人権の促進及び擁護のた
めの国家機関をいう。1993（平成5）年の国連総会に
おいて採択された「国家機関（国内人権機関）の地位
に関する原則」（通称「パリ原則」）により国連加盟国
に対し設置が求められている。
　国内人権機関には、裁判所と異なり、調停・勧告な
どの方法を通じて迅速に人権侵害を救済・予防する機
能があるほか、人権政策の提言機能、教育及び研究ブ
ログラムの実施機能などがあるとされ、現在、国連加
盟国のうち120を超える国や地域において国内人権機
関が設置されている。
　しかしながら、日本は、国連人権条約機関から度重
なる勧告を受け、また、2008（平成20）年、2012（平
成24）年、2017（平成29）年の3回にわたり国連人権
理事会からも勧告を受けたにもかかわらず、いまだ国
内人権機関は設置されていない。
　その経緯であるが、2002（平成14）年、政府が「人
権委員会」設置のための「人権擁護法案」（以下「法案」
という）を国会に上程した。しかし、同法案では、人
権委員会が「法務省の所轄」とされていたため、政府
からの独立性という重要な点でパリ原則に適合してお
らず、報道の自由、市民の知る権利を侵害する恐れが
指摘されるとともに、公権力による人権侵害の多くが
救済の対象とはされないなど種々の問題点があった。
このため、日弁連を初めとする多くの市民団体やメデ
ィア等から強い反対を受け、2003（平成15）年に衆議
院の解散により廃案となった。
　その後、政府は、民主党政権下の2012（平成24）年
9月、新たに「人権委員会設置法案」を閣議決定し、
国会に提出したが、衆議院解散により廃案となった。

同法案もまた、パリ原則遵守の観点からは、問題が残
るものであった。
　この間も、国連人権理事会の普遍的定期的審査及び
各国連人権条約機関の総括所見において、日本に対し、
繰り返しパリ原則に合致した国内人権機関の設置が勧
告されている。

2 日弁連・弁護士会の取組みと課題
　日弁連は、政府から独立した国内人権機関の設置を
求める国内外の声に応え、2008（平成20）年、日弁連
が求める国内人権機関の組織と活動の原則を「制度要
綱」のかたちで取りまとめ、法務大臣に提出した。さ
らに、国内人権機関設置の具体的実現を目指して、
2009（平成21）年には、国内人権機関実現委員会を設
置し、マスコミ、各種NGOとの意見交換会の開催、
院内集会の開催、パンフレットの作成による市民への
広報活動等を積極的に行っている。2014（平成26）年
2月20日には、「国内人権機関の創設を求める意見書」
を、法務大臣及び外務大臣に提出した。
　また、各地の弁護士会においても、独立した国内人
権機関の設置の早期実現を求める決議が採択されてい
る。
　そのようななか、2019（令和元）年10月4日徳島市
で開催された日弁連人権大会において、「個人通報制
度の導入と国内人権機関の設置を求める決議」が採択
され、改めて政府に対しパリ原則に合致した国内人権
機関の設置を求めるとともに、日弁連もその実現のた
め全力を尽くす決意が表明された。
　今後も、日弁連・弁護士会は、パリ原則に合致した
国内人権機関の設置の早期実現に向けて、弁護士及び
市民の間での関心を高めるために、国内人権機関の必
要性・重要性の広報等の積極的な運動を粘り強く続け
ていくべきである。
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第2　国際人権条約の活用と個人通報制度の実現に向けて
1 国際人権条約の積極的な活用
　日本が締結している市民的及び政治的権利に関する
国際規約（自由権規約）、社会的、経済的及び文化的
権利に関する国際規約（社会権規約）、女性に対する
あらゆる差別の撤廃に関する条約（女性差別撤廃条
約）、子どもの権利に関する条約（子どもの権利条約）、
あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約（人種差
別撤廃条約）、拷問及び他の残虐な、非人道的な又は
品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約（拷問等
禁止条約）、障害者の権利に関する条約（障害者権利
条約）等の国際人権条約は、憲法98条2項により、国
内法的効力を付与され、国家機関である行政府、立法
府、司法府は、条約実施の義務を負う。
　しかるに、日本は、死刑制度の廃止、国内人権機関
の設置、個人通報制度の導入、女性差別・人種差別の
撤廃等の重要分野に関し、国連人権条約機関から数多
くの勧告を受けている。特に、メディアの独立につい
ては、2016〔平成28〕年に表現の自由に関する国連特
別報告者が日本を訪問し、2017〔平成29〕年に日本で
はメディアの独立が脅威に晒されている旨の報告書が
国連に提出されている。しかしながら、これら勧告や
報告に対する改善は進んでおらず、勧告数も顕著に増
加している（2008〔平成20〕年26件、2012〔平成24〕
年174件、2017〔平成29〕年217件）。また、これら勧
告の重要性についてメディアの意識も低く十分な報道
はなされていない。このほか、日本は、ILO条約の強
制労働の廃止に関する条約や、雇用及び職業について
の差別待遇に関する条約等重要な条約についても未批
准である。このように、日本国内における国際人権条
約に関する認識は不十分と言わざるを得ない。
　この点、国際人権条約は、憲法よりも人権の保障に
厚く、あるいは、より具体的である場合も多く、、締
約国の国内裁判所や国際人権諸機関の判例・先例の蓄
積により人権保障を広げる方向に発展していることな
どから、日本における人権問題の議論や裁判において、
国際人権条約を主張の根拠や憲法その他の国内法の解
釈の補強や指針として援用することは有用といえる。
　これまでも、刑事裁判における外国人被告人が無償
で通訳を受ける権利（自由権規約）、外国人の宝石店
への入店・公衆浴場での入浴拒否（人種差別撤廃条

約）、受刑者の刑務所における訴訟代理人との自由な
面会の制限（自由権規約）、女性労働者に対する採用
区分が異なることを理由とする賃金差別（女性差別撤
廃条約）等の問題について、下級審裁判所において、
積極的に国際人権条約を援用した判決や和解が見られ
る。最高裁においても大法廷で、2008（平成20）年6
月4日の国籍法違憲判決（民集62巻6号1367頁）、及び
2013（平成25）年9月4日の婚外子相続分差別違憲決定

（民集67巻6号1320頁）が、理由中で国際人権条約に言
及した。日弁連は、これら国際人権に関連する判例を
データベース化し、会員に提供するシステムを構築す
ることを計画しており、会員だけでなく各所に対し判
例提供を求めている。
　また、国際人権条約を活用すべき場面は裁判に限ら
れず、国会、行政への要請や意見交換・協議、弁護士
会への人権救済申立や委員会の意見書等においても、
国際人権条約の積極的な援用は有意義であり、奨励さ
れる。前述の2019（令和元）年徳島人権大会において
採択された決議においても、「日本の裁判実務におい
て、国際人権条約をはじめとする国際人権法が、実効
性を有するものとなるためには、訴訟活動に従事する
弁護士自身が裁判の中で国際人権法に基づいて訴訟活
動を行うことが必要である」こと、「弁護士自らも国
際人権法の研鑽に努めるとともに、当連合会は、今後
国際人権法の研修などの組織的な取組を充実させてい
く」ことが明記されている。
　このような国際人権条約の意義にかんがみれば、弁
護士会は、国に対し、国際人権条約の周知徹底のため
の方策を講ずるよう、とりわけ検察官、警察官を含め
た各種国家公務員に対して、研修、教育、資料配付等
を行うよう求めていくべきである。なかでも裁判所に
対しては、裁判官及び司法修習生の研修をさらに充実
させるよう求めていくべきである。
　また、弁護士会は、日弁連、各弁護士会の関連委員
会相互の連絡・協力を図りながら、会員の研修や弁護
修習において国際人権条約を取り上げるなど、その活
動を援助するとともに、情報収集、調査、研究に努め
る必要がある。さらに、前述の各種裁判例における成
果を含め、国際人権条約についての知識・経験を全会
員の共有財産として会内に広く周知を図り、各会員が、
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国際人権条約の適用を求めて積極的な法廷活動を展開
できるようにする必要がある。
　さらに、前述の国連人権条約機関からの勧告が十分
に報道されない現状にかんがみれば、弁護士会は、国
際人権条約が国の政策や裁判所の判断に影響を与え、
国内の人権救済に重要な役割を果たすことを、広く市
民に伝えていく必要があり、そのために報道機関への
情報提供、意見交換等の工夫をすべきである。

2 個人通報制度
　現在、主要な国際人権条約のすべてにおいて、条約
機関である各委員会が、自由権規約第一選択議定書は、
自由権規約委員会が、自由権規約各条約に規定する権
利が侵害されたとの個人からの申立てを受け審査する
という「個人通報制度」が設けられており、条約上の
人権が国内で救済されない場合には、個人が直接国連
の人権条約機関に対して申し立てをして救済を求める
ことができる。具体的には、申立てが、国内で利用可
能な救済手段（一般には国内裁判）を尽くしているこ
と（国内救済原則）を含む受理要件を満たしている場
合には、委員会は、申立てについて、条約違反の有無
を審査し、条約違反を認定した場合には締約国がとる
べき措置を内容とする「見解」を示すことになる。こ
のように、個人通報制度を受け入れることにより、国
際人権条約に基づく人権の国際的保障が強化されるだ
けでなく、国内救済原則に則り、まず国内裁判所にお
いて国際人権機関の解釈に照らした条約違反の有無の
検討がなされることから、国内における条約実施の強
化も期待される。
　個人通報制度は、自由権規約のほか、女性差別撤廃
条約、人種差別禁止条約、拷問等禁止条約、強制失踪
条約、障害者権利条約、社会権規約、子どもの権利条
約等についても設けられているが、この個人通報制度
は、当該条約を批准すれば自動的に利用できるもので
はなく、締結国が、個人通報制度を受け入れる受諾宣
言や選択議定書を批准することが条件となっている。
しかしながら、日本は、条約機関からの度重なる勧告
にもかかわらず、1つも受け入れていない。
　この点、日弁連は、2007（平成19）年に、個人通報

制度受入れの実現を目的とする「自由権規約個人通報
制度等実現委員会」を設置し、広報のためのリーフレ
ットの作成や、国会議員との意見交換会の実施、市民
集会の開催等の活動を精力的に展開している。また、
2008（平成20）年5月30日の定期総会決議「国際人権
基準の国内における完全実施の確保を求める決議－個
人通報制度及び差別禁止法制定を始めとする人権保障
体制の早期構築を求めて－」において、個人通報制度
を直ちに実現すべきことを国に求めた。
　しかし、その後も、日本政府はこれを受け入れない
ため、国連人権理事会の普遍的定期的審査及び各国際
人権条約の報告書審査の総括所見において、日本政府
に対し、繰返し個人通報制度の受入れが勧告されてい
る。2010（平成22）年には、外務省人権人道課に「個
人通報制度の受け入れの検討や準備を進めるための人
権条約履行室」が新設されたが、その後、個人通報制
度の受入れに向けた具体的な動きは見られない。
　日弁連は、各単位会、各弁護士会連合会への決議要
請の発信を行い、2014（平成26）年2月までに、8つの
弁護士会連合会及び52弁護士会のすべてにおいて、「個
人通報制度の早期導入を求める決議」が採択された。
　さらに、前述の2019（令和元）年徳島人権大会にお
いて採択された決議において、日弁連は、国に対し「個
人通報制度を定めた条約に付帯する選択議定書を批准
すること、あるいは、条約本体に定める個人通報条項
の受諾宣言を行うこと」を求める決議を採択した。
　今後、市民の間で関心を高めるための活動、政府関
係各府省との協議や国会議員への働きかけ等をさらに
積極的に進め、全力で取り組むべきである。
　個人通報制度の受入れが実現した暁には、弁護士自
身も、裁判実務の中で、国際人権条約に基づく主張の
可能性を検討し、主張を行う必要が出てくる。個人通
報制度の実現に向けた準備の一環という意味において
も、弁護士会は、国際人権規約に関する研修会・勉強
会等を積極的に開催するとともに、司法修習生に対す
る合同講義において同規約の問題を取り上げたり、法
科大学院の講義科目に取り入れたりする等して、同規
約に対する若手法曹の理解を深めるような取組みを、
一層、積極的に行うべきである。


